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第一 本ガイドラインの基本的考え方 

 

 

１．本ガイドラインは、射撃場で使用された鉛弾（鉛が主成分である弾丸を指す、

以下同じ）に由来する鉛が原因で環境保全上の問題が生じることのないよう、

射撃場を射撃場として運営し続けるに当たって設置者や管理者（以下、設置者

等とする）が行う調査や対策のあり方について取りまとめたものである。 

 

２．射撃場で使用される弾丸は、その使用目的や競技種目によって違いがあるう

え、同一規格であっても各製造メーカーによって金属組成も様々であるが、鉛

弾である場合がほとんどである。鉛弾は水に触れると鉛を溶出することが、実

験により確認されている。 

 

３．射撃場は鉛弾を使用する施設であって、場内に使用された多数の鉛弾や鉛を

含む土壌が存在すること自体を環境保全上の問題とするものではないが、射撃

場の運営に当たっては、射撃場で使用された鉛弾に由来する鉛が原因で、射撃

場周辺土壌の汚染や公共用水域での水質汚濁及び地下水の汚染といった環境保

全上の問題を生じさせないようにすることが必要である。 

 

４．本ガイドラインは、射撃場の設置者等が、使用される鉛弾に由来する鉛が原

因で環境保全上の問題が生じているか否かを判断する調査を各々の射撃場で行

うに当たっての基本的な考え方や調査方法について取りまとめている。また、

環境保全上の問題を速やかに解消するための対策や、鉛汚染問題を未然に防止

するための対策を検討する際に、活用できるものとしている。 

 

５．なお、射撃場としての運営を中止し、他の用途へ転用する場合については、

土壌汚染対策法や自治体の条例等に基づく調査・対策を講ずることが必要とな

る場合がある。 

 

 

１．本ガイドラインが対象とする射撃場に係る鉛汚染問題等について 
 

本ガイドラインが対象とする「射撃場に係る鉛汚染問題」とは次の様なものを想

定している。 

① 鉛弾から溶出した鉛が表流水を通じて場外に流れ、公共用水域で水質汚濁が

生じる。 

② 鉛弾から溶出した鉛が地下水を汚染し、場内及び周辺の飲用井戸等で水質汚

濁が生じる。 

③ 鉛弾自体や鉛を含む土壌が表流水を通じるなどして場外に拡散し、公共用水

域での水質汚濁や場外での土壌汚染が生じる。 
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④ 鉛弾が場外に散逸し、公共用水域での水質汚濁や場外での土壌汚染が生じる。 

 

また、このガイドラインでは、射撃場を射撃場として運営していくに当たって、

現状で射撃場に係る鉛汚染問題が生じていると判断された場合の問題解消、又は、

問題は生じていないものの鉛汚染問題の未然防止を目的に行われる環境保全対策に

ついて、射撃場に係る鉛汚染対策としてとりまとめている。 

なお、射撃場としての運営を中止し、他用途に転用する場合は、土壌汚染対策法

や射撃場が設置されている自治体の条例等に基づく調査・対策を講ずることが必要

となる場合がある。 

 

２．射撃場に関する基本的な情報 

（１）国内射撃場に関する基本的な情報 

１）日本には、銃砲刀剣類所持等取締法（昭和33年３月10日法律第６号）第９条

の２第１項の規定に基づいて都道府県公安委員会に指定されている射撃場（以

下、指定射撃場とする）が、平成17年12月末日現在、全国に449か所存在する。

また、その他にも、自衛隊、海上保安庁、警察等が管理している指定射撃場で

はない射撃場が全国に228か所（平成16年６月16日現在）存在する。 

 

２）これら射撃場では、クレー射撃（スキート射撃、トラップ射撃）、ライフル射

撃（小口径ライフル、大口径ライフル）、エアライフル射撃といった射撃競技や

その練習のほか自衛隊、海上保安庁、警察の訓練等が行われており、その際に

は様々な弾丸が場内に発射される。射撃場の構造や施設は、その使用目的や競

技種目によってそれぞれ異なるうえ、射撃場で使用される弾丸も散弾、単弾と

いった違いがあり、同一規格であっても製造メーカーによって金属組成も様々

であるが、使用されている弾丸のほとんどは、鉛弾である。 

 

３）そして、これらの鉛弾は雨水等の水に触れると鉛を溶出することが、本ガイ

ドラインの作成に当たって環境省が独立行政法人国立環境研究所に発注して行

った屋内・屋外実験及び現地調査等により確認されている。（本実験結果の詳細

は巻末資料Ａを参照。） 
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出典：「散弾銃 射撃教本 初心者用」（社

競技内容 
散弾銃を使用し、左右から放出されるクレーを、3
だ射台と、クレーの飛行線のほぼ中央下にある射
て撃つ。 

敷地の広さ 

銃砲刀剣類等所持取締法第９条の２の規定に基づ
場の指定に関する内閣府令」（昭和37年９月７日号
以下、指定射撃場内閣府令とする）により、鉛弾
弾で約210m)、飛散角度に応じた危険区域を包む敷
ている。 

センターポール

ロ

ハイ・ハウス 
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注： は射台の位置

図１－１ スキート射撃場の模式図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「散弾銃 射撃教本 初心者用」（社

競技内容 
散弾銃を使用し、競技者から前方に遠ざかって行
ーを撃つ。 

敷地の広さ 
指定射撃場内閣府令により、鉛弾の最大到達距
ｍ)、飛散角度に応じた危険区域を包む敷地を有す
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図１－２ トラップ射撃場の模式図 
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競技内容 小口径ライフル銃、大口径ライフル銃を使用し、固定された標的を撃つ。

敷地の広さ 

ライフル射撃場は大きく分けて以下の３つの構造のものがある。 
①覆 道 式：弾道の全体が射屋に覆われているもの 
②バッフル式：射座からバックストップまでの間に、弾丸が射撃場外に飛

散することを防ぐための障壁が設けられているもの 
③自 然 式：覆道式及びバッフル式以外のもの 

このうち、自然式ライフル射撃場は、指定射撃場内閣府令により弾丸の
最大到達距離、飛散角度に応じた危険区域を包む敷地を有することとされ
ている。 

標的までの距離は競技により異なる 

小口径ライフル：50ｍ 

大口径ライフル：100、150、300ｍ 
標的

ている 

図１－３ ライフル射撃場の模式図 

 

 
 

出典：「散弾銃と装弾」（社団法人
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             （単位：％）     

金属元素 

散弾試料 
鉛 アンチモン ヒ素 銅 

Ａ社製品 99.0 2.5 0.21 0.10 

Ｂ社製品 97.2 3.6 0.83 0.04 

Ｃ社製品 93.7 6.3 0.97 0.06 

Ｄ社製品 96.8 3.8 0.28 0.01 

Ｅ社製品 99.3 1.5 0.59 0.01 

 

表１－１ 市販散弾（7.5号、未使用）の金属組成の実測例 

        注：各金属元素の割合は、実際の測定値であり、その合計は100にはならない。 

 

（２）国内射撃場における鉛汚染対策の現状 

１）本ガイドラインの作成に先立ち環境省が平成１７年に国立大学法人東京農工

大学に発注して行った国内指定射撃場の設置者等に対するアンケート調査の結

果では、射撃場に係る鉛汚染問題への対応として何らかの対策を実施した又は

実施中と回答した射撃場は214箇所であった（全回答射撃場388箇所）。 

 

２）アンケート結果の概要は以下のとおりであった。 

 

① 対策内容は、鉛弾の回収、鉛を含む射撃場内の土壌の掘削除去、場内の舗

装、場内のシート等による被覆、射撃場外に流出する表流水の制御、水処理

施設の設置、着弾範囲への雨水浸入防止工など多岐にわたり、様々な対策を

各射撃場が実施した又は実施中であることが示された。 

 鉛弾の回収について具体的な内容をみた場合、場内の土壌もろとも鉛弾を

回収、最初から鉛弾のみを分別して回収といった手法の違いや、土壌もろと

も回収する場合でも、回収後の鉛弾の分別の有無やその分別手法、鉛弾のみ

を分別して回収する場合も使用する器具等に違いがあり、それぞれの対策で、

各射撃場において様々な手法が取られていることが示された。 

 

② 各射撃場で対策に当たって事前に行われた調査に関しても、場内の鉛弾存

在状況、場内土壌、場内・場外表流水、場内・場外地下水の鉛濃度など、調

査の対象、項目、地点数ともに様々であった。 

 

③ 調査、対策について困ったこととして、調査計画立案に当たっての技術情

報の不足や対策計画立案に当たっての技術情報の不足という回答も多かった。 

 

④ さらに、対策を実施した契機では、「射撃場内の土壌中鉛濃度が環境基準値
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を超過」、「射撃場内の表流水中鉛濃度が環境基準値を超過」、「他射撃場が射

撃場に係る鉛汚染対策を実施したため」、「射撃場周辺の住民等からの要望」

といった本ガイドラインが対象とする「射撃場に係る鉛汚染問題」以外のも

のも多くあげられた。 

 

３）以上のことから、これまで、国内には射撃場に係る鉛汚染問題について統一

された考え方が存在していなかったために、各射撃場の設置者等が独自の判断

で、対策の実施を決断するとともに、調査・対策の内容を検討していたと考え

られる。 

 

 ４）なお、射撃場に係る鉛汚染問題に対しては、国内射撃関連団体でも既に以下

の様な取組が行われている。 

① (社)日本猟用資材工業会、(社)全日本指定射撃場協会、(社)日本火薬銃砲

商組合連合会では、共同で環境問題対策協議会を設立のうえ基金を造成し、

射撃場における鉛散弾回収等の対策に対して助成を行っている。（取組内容

の詳細は巻末資料Ｂ参照） 

② (社)日本クレー射撃協会では、同協会の公認射撃場に対して、鉛弾、ワッ

ズ及びクレー等の回収、リサイクルの実施を働きかけている。 

 

（３）諸外国の射撃場における鉛汚染対策の現状 

１）米国 

米国では、2001年、環境保護庁 EPA により射撃場に対して「Best Management 

Practices for Lead at Outdoor Shooting Ranges：ＢＭＰ」が作成され、既に運

用されている。 

現地調査（平成１８年２月実施）等により、その運用実態を確認したところ、

ＢＭＰに基づいた環境保全対策に取り組んでいる射撃場では、「Environmental 

Stewardship Plan」とよばれる環境管理計画が作成され、計画の中に射撃場内の

適正な植生の管理や場内土壌のｐＨ管理等を主要な対策として掲げ、対策を実施

した場合は、その内容を記録、保管している。 

例えば、場内土壌のｐＨ管理は、鉛弾が着弾する土壌のモニタリングとして実

施されており、ｐＨが6.5～8.5の範囲にあることを確認し、仮にその範囲外であ

れば石灰といった土壌ｐＨを調整する資材を散布してｐＨが範囲内となるように

努めるといった内容であり、一連の調査結果や作業内容は記録され、射撃場に保

管されている。 

 

２）欧州（ドイツ） 

  ドイツでは、環境に関する大臣会議のワーキンググループによりまとめられた

報告書（The Work Group of the Conference of the (Laender) Ministers for the 

Environment, Soil Contaminations at shooting ranges,1998）にあるように、

国内に 500 カ所以上ある射撃場の現状から、鉛弾の回収、再利用を重要な対策と
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して位置付けている。このため、鉛弾が回収しやすいよう、着弾範囲を広げない

ために、射台の設置位置の配慮や盛土・バックストップの設置が推奨されている。 

また、射撃場に係る鉛汚染問題については、射撃場の使用期間や土壌酸性度に

大きく依存するうえ、各射撃場で地理的、地質的及び地形的な特性も大きく異な

るため、各射撃場の状況に応じた鉛汚染対策を講じる必要性が強調されている。 

さらに、欧州版のＢＭＰである「A Handbook for European Range Managers, 

Shooting Ranges and The Environment; Association of European Manufacturers 

of Sporting Ammunition：AFEMS,2002」がガイドラインとして利用されている。 

  

３．鉛に関する基本的な情報 

（１）性質 

  鉛の主な性質を表１－２に整理している。 

  鉛は密度が11.3g/cm3と鉄の約1.4倍大きい元素で、青みを帯びた白色又は銀灰

色の光沢をもつ金属である。大気に触れると容易に酸化されて鉛色に変色する。

比較的柔らかく低融点であり、展性が大きく加工が容易であるため、鉛はその化

合物とともに多方面で使用されている。 

  原子番号 82 

原子量 207.2 

密度（g/cm3、20℃） 11.3 

融点（℃） 327.3 

沸点（℃） 1,740±10 

 ヤング率（N/m2、室温） 17.2×109

 剛性率（N/m2、室温） 5.82×109

             表１－２ 鉛の主な性質 

（鉛ハンドブック改訂第三版（日本鉛亜鉛需要研究会）より作成） 

 

（２）用途 

日本国内における鉛の主な用途における需要量を表１－３に、また、鉛弾にお

ける需要量を表１―４に整理している。 

用　途
需要量
（トン）

　蓄電池 133,831

　無機薬品 24,474

　鉛管板 2,861

　はんだ・銅合金塊 7,018

　その他 9,064

　合　計 177,248

  

需要量
（トン）

平成16年度 1,822

平成17年度 1,430

表１－４ 鉛弾の需要量

注１：本表の数値は、表１－３では「その
　　　他」の区分に含まれる数値
注２：社団法人日本猟用資材工業会による
　　　推計値

    

 

表１－３　鉛の主な用途別需要量（平成16年）

（経済産業省「鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計年報」

鉛の主な用途は鉛と希硫酸の化学反応を利用して充電や放電を行うバッテリー
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（蓄電池）である。また、鉛とスズの合金である「はんだ」は、電子部品の接続

材料の主流を占めている。このほか、猟銃の弾丸や釣りの錘にも一部使われてい

る。なお、かつては、自動車のガソリンに鉛の化合物が添加されていたが、現在

では鉛の添加は禁止されている。 

また、鉛の化合物には、酸化鉛や硝酸鉛等が挙げられる。酸化鉛には一酸化鉛

や二酸化鉛等があり、一酸化鉛は屈折率を高めるためにガラスに加えられるほか、

蛍光灯やテレビのブラウン管、塩化ビニル樹脂の安定剤の原料等に使用される。

二酸化鉛は、バッテリーの電極や、プラスチックを製造する際の硬化剤等として

使用される。また、硝酸鉛は、マッチや爆薬の原料として使用される。 

なお、社団法人日本猟用資材工業会の推計によれば、平成17年度において、射

撃用の鉛弾として消費された鉛（自衛隊、警察、海上保安庁の訓練で使用される

ものを除く）の量は約1,320ｔ、同じく狩猟用の鉛弾には、約110ｔが消費された

とされている。 

 

（３）毒性 

鉛は化合物によって毒性は異なるが、高濃度の鉛による中毒の症状としては、

食欲不振、貧血、尿量減少、腕や足の筋肉の虚弱などがある。発がん性に関して

は、ラットに1匹当たり1日3 mg の酢酸鉛を16ヵ月間、餌に混ぜて与えた実験では、

腎臓に良性腫瘍及びがんの発生が報告されている。しかし、金属鉛及び有機鉛に

ついては発がん性の報告が不十分で評価できないとして、国際がん研究機関

（IARC）は鉛をグループ2B（人に対して発がん性があるかもしれない）に分類し

ている。 

また、鉛は、人体への蓄積性があることから、消化管からの吸収率が高く最も

感受性が高い乳児の代謝研究に基づき、耐容一日摂取量（TDI）が体重1kg 当たり

0.0035 mg と算出され、水道水質基準や水質環境基準が設定されている。 

人が鉛を体内に取り込む可能性があるのは、主に飲み水によると考えられ、体

内に取り込まれた鉛は血中などに分布したあと、90％以上が骨に沈着する。主に

尿に含まれて排せつされるが、体内の濃度が半分になるには約５年かかり、長く

体内に残留する。 

（「リスクコミュニケーションのためのファクトシート2004年度版」（環境省）より作成） 

 

（４）環境中での動き 

鉛は、土壌及び水底の泥、水中に存在すると考えられ、また、大気中にも主に

浮遊粒子状物質などに吸着した形で鉛が存在する。鉛やその化合物の多くは水に

溶けにくく、主に懸濁粒子に吸着した形で存在するが、一部は鉛イオンの形で水

に溶けて存在する。 

なお、鉛は地殻の表層部（海面16km 下まで）には重量比で0.0015％程度存在し、

36番目に多い元素であり、水や大気中から検出される鉛には、人為的な排出のほ

かに地質に起因するものが含まれる。 

（「リスクコミュニケーションのためのファクトシート2004年度版」（環境省）より作成） 
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４．鉛に係る環境保全上の規制について 

（１）環境基本法（平成５年11月19日法律第９１号） 

  環境基本法に基づき、鉛について、人の健康を保護する上で維持されることが

望ましい基準として、公共用水域の水質汚濁、地下水の水質汚濁及び土壌の汚染

に係る環境基準が表１－５のとおり定められている。（第１６条） 
 

対象項目 環境基準値 

水 質 0.01mg/L 以下 

地下水 0.01mg/L 以下 

土 壌 検液１L につき0.01mg 以下 

表１－５ 鉛に係る環境基準について 

 

（２）土壌汚染対策法（平成14年５月29日法律第53号） 

土壌汚染対策法の対象となる特定有害物質（第２条）は、それが土壌に含まれ

ることに起因して人の健康に係る被害を生じるおそれがあるものであり、「鉛及び

その化合物」は特定有害物質の１つに定められている。 

そのため、「鉛及びその化合物」には表１－６に示したとおり、土壌汚染対策法

に基づく「指定区域」の指定に係る基準（以下、指定基準）として、直接摂取に

よるリスクに係る基準である「土壌含有量基準」、地下水等の摂取によるリスクに

係る基準である「土壌溶出量基準」が定められているほか、土壌汚染対策法に基

づく調査の際に、特定有害物質による地下水の汚染の有無を判断する基準である

地下水基準（以下、地下水基準）が定められている。 

仮に、指定基準を超過する鉛による土壌汚染が生じ、その状況が特定の条件に

該当する場合には、都道府県知事による調査命令や措置命令が行われることがあ

る（第４条、第７条）。また、当該調査命令や、措置命令の違反に対しては罰則が

科せられる。 
 

指定基準  

土壌含有量基準 土壌溶出量基準 
地下水基準 

鉛及び 

その化合物 

土壌１kg につき 

150mg 以下であること

検液１Ｌにつき 

0.01mg 以下であること 

１Ｌにつき 

0.01mg 以下であること 

表１－６ 鉛及びその化合物の指定基準及び地下水基準 

 

なお、土壌汚染対策法に基づく調査・対策等の詳細は巻末資料Ｃに示している

ので参照されたい。 

 

（３）水質汚濁防止法（昭和45年12月25日法律第138号） 

１）排水基準等の規定 

  水質汚濁防止法では、人の健康に係る被害を生ずるおそれがある物質を「有害

9 



物質」に、また、有害物質を含む汚水又は廃液を排出する施設を「特定施設」と

して規定し、特定施設を設置する事業場等（以下、特定事業場）から公共用水域

に排出される水（以下、排出水）に対しては、適合しなければならない排水基準

が有害物質の種類ごとに定められている（第２条、第３条、第12条）。 

  なお、同法では、都道府県知事が人の健康を保護し又は生活環境を保全するこ

とが十分でないと認められる区域に対して、各都道府県の条例で、より厳しい排

水基準を定めることができる上乗せ基準の制度を設けている（第３条第３項）。 

  さらに、有害物質をその施設において製造し、使用し、又は処理する特定施設

を設置する特定事業場から地下に浸透する水で当該施設に係る汚水等を含むもの

を「特定地下浸透水」と規定（第２条）し、有害物質を含むものとされる要件に

該当する特定地下浸透水は、地下に浸透させてはならないとしている（第12条の

３）。 

 

水質汚濁防止法では、「鉛及びその化合物」は有害物質の１つとして規定されて

おり、表１－７に示した排水基準及び地下に浸透させてはならない特定地下浸透

水の要件がそれぞれ定められている。 

 

 
排水基準 

有害物質を含むものとされる

特定地下浸透水の要件 

鉛及び 

その化合物 

【許容限度】 

１Ｌにつき鉛0.1mg  

１Ｌにつき鉛0.005mg 以上 

が検出されること 

表１－７ 鉛及びその化合物の排水基準及び特定地下浸透水の要件 

 

本ガイドラインの対象としている射撃場は、ガイドライン作成時においては水

質汚濁防止法に基づく特定施設又は特定事業場には該当しないため、水質汚濁防

止法に基づく排水規制等が適用されるものではない。 

ただし、水質汚濁防止法は、地方公共団体が同法で定める特定事業場以外の事

業場に対する規制を条例において定めることは妨げるものではなく（第２９条第

３項）、水質保全の観点から同法に加えて必要とされる規制については、各地域の

実情に応じて各地方公共団体が条例を設定の上実施している。 

 

５．射撃場に係る鉛汚染問題の考え方 

射撃場において、鉛弾が着弾した範囲の土壌では、その鉛濃度が指定基準を超過

する土壌の汚染が生じる可能性が考えられる。 

また、鉛弾が雨水などの水に溶けて鉛が溶出する事実をふまえると、鉛弾や鉛を

含む土壌から溶出した鉛が、場外へ流出する表流水を通じた拡散や地下方向への浸

入、浸透を経て、射撃場周辺の公共用水域や場内及び周辺の飲用井戸等において水

質の汚濁を生じさせる可能性も考えられる。 

さらに、一方、土壌汚染対策法では、都道府県知事は土地の土壌汚染により、 
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① 特定有害物質が含まれる汚染土壌の直接摂取 

② 汚染土壌を原因とする汚染地下水の飲用摂取 

のいずれかにより人の健康被害が生ずるおそれがあると認める場合には、当該土

地の所有者等に対し調査・報告を命ずることができるとしており（詳細は巻末資料

Ｃ参照）、本規定は射撃場についても適用される可能性がある。 

 

（１）土壌の汚染について 

１）射撃場の敷地内について考えた場合、その区域には当該射撃場の関係者以外

の者は立ち入ることはないと考えられるため、敷地内に鉛の指定基準を超過す

る土壌の汚染が存在していたとしても、土壌の直接摂取により人の健康被害が

生ずるおそれはないと考えられる。 

 

２）しかし、射撃場の敷地外については、射撃場の関係者以外の者が立ち入るこ

とが考えられ、鉛の指定基準を超過する土壌の汚染が存在していた場合、その

ような土壌の直接摂取により人の健康被害が生じるおそれがある。 

 

３）これらのことから、射撃場は鉛弾を使用する施設であって、場内に使用され

た鉛弾や鉛を含む土壌が存在すること自体が、直ちに人の健康に影響を及ぼす

ような環境保全上の問題がある訳ではないといえる。また、射撃場の運営に当

たっては、射撃場の敷地外の土壌において鉛の指定基準を超過する土壌汚染を

生じさせないようにすることが必要であるといえる。 

 

（２）水質の汚濁について 

１）射撃場の場内に公共用水域につながる池や排水路等の開放された水域が存在

する場合、そこに着弾した鉛弾から鉛が溶出する可能性や、鉛弾及び鉛を含む

土壌及びそれらから溶出した鉛が流入し、周辺の公共用水域に鉛が拡散する可

能性があり、場外に排出される水の状態によっては、それが流入する公共用水

域の水質が環境基準を超過し環境保全上の問題を生じる可能性が考えられる。    

また、射撃場の場内に河川・湖沼等の公共用水域に該当する水域が存在する

場合にも、上記の様な環境保全上の問題を生じる可能性が考えられる。 

 

２）地下水について考えた場合、地下方向への鉛の拡散程度は土壌の性状によっ

て異なり、黒ボク土などのアロフェン質を高濃度に含む土壌は鉛を吸着しやす

いことが確認されている。また、鉛弾周辺土壌のｐＨを一定の範囲に調整する

ことやリン酸を共存させることにより鉛弾からの鉛の溶出自体も抑制可能（詳

細は巻末資料Ａ参照）である。なお、前出のアンケート結果では、射撃場内及

び場外の地下水で環境基準を超過する鉛が検出された事例はまれである。 

 

３）また、射撃場内に存在する植物の根や地下茎の存在により、地下方向に鉛を

含む水が浸入する事例も確認（詳細は巻末資料Ａ参照）されており、射撃場で
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使用された鉛弾に由来する鉛が原因で、射撃場内及び場外の地下水の水質が環

境基準を超過し環境保全上の問題を生じる可能性が考えられる。 

 

４）鉛の指定基準を超過する射撃場内の土壌が原因で、場内又はその周辺の飲用

井戸等の鉛濃度が土壌汚染対策法の地下水基準（地下水の水質汚濁に係る環境

基準「0.01mg/L」と同値）を超過している場合には、都道府県知事が人の健康

被害を生じるおそれがあると判断し、射撃場の設置者等に対して土壌汚染対策

法に基づく調査・報告を命ずる可能性もある。 

 

５）これらのことから、射撃場の運営に当たっては、射撃場で使用された鉛弾に

由来する鉛が、公共用水域及び地下水で環境基準を超過させる水質汚濁を生じ

させないようにすることが必要であるといえる。 

 

６．射撃場に係る鉛汚染対策の考え方 

（１）基本的な考え方 

５．で述べたように射撃場では、使用された鉛弾由来の鉛によって周辺環境に

環境保全上の問題を生じさせる可能性も否定できない。仮に、現状で射撃場に係

る鉛汚染問題が発生していると判断される場合には、当該問題をできる限り速や

かに解消するような対策を講ずることが必要である。また、そのような問題を生

じていないと判断される場合には、射撃場に係る鉛汚染問題を未然に防止するた

めの対策を講じることが必要である。 

なお、射撃場の現状や特徴は様々であり、実際の対策に当たっては各射撃場が

それらを踏まえて個別に検討する必要がある。 

 

（２）対策を検討するに当たっての基本的な流れ 

 １）射撃場の設置者等が鉛汚染対策を検討する際の基本的な流れについて図１－

５に示す。対策の検討に当たっては、まず、現状で射撃場に係る鉛汚染問題が

生じているか否かを調査する。 

 

２）最初に、射撃場内から場外に流出する表流水や、射撃場内及び周辺の飲用井

戸等の存在状況を確認した上で、場外に流出する表流水や、場内及び周辺の飲

用井戸等の地下水の鉛濃度を調査し、現状で射撃場に係る鉛汚染問題が生じて

いるか否かを判断する（詳細は第二を参照）。 

 

３）２）の調査の結果、射撃場に係る鉛汚染問題が生じていると判断された場合

には、現状で生じている鉛汚染問題を速やかに解消するため、対策計画を作成

し、必要な対策を計画的に行う。対策の検討に当たっては、速やかな問題の解

消を図るとともに対策内容をより効率的、効果的、経済的なものとするため、

射撃場の特徴や現状に関する情報を収集、整理し、対策を検討する際の参考資

料とする（詳細は第三を参照）。 
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４）一方、２）の調査の結果、射撃場に係る鉛汚染問題が生じていないと判断さ

れた場合にも、射撃場を射撃場として今後とも使用し続ける中で、将来的にも

周辺環境に環境保全上の問題が生ずることがないよう、射撃場に係る鉛汚染問

題を未然に防止するための対策を行う必要がある（詳細は第四を参照）。 

 

 ５）なお、射撃場に係る鉛汚染対策を行った後、期待する対策の効果が得られて

いるかどうか、また、対策の実施後に射撃場に係る鉛汚染問題が新たに生じて

いないかについて、定期的なモニタリング調査を行い確認する。 

 

 ６）さらに、射撃場に係る鉛汚染対策の検討から実施及び効果の確認に至る中で、

必要に応じて調査の結果や射撃場に関する情報及び対策内容等について、周辺

住民や地方公共団体の環境行政担当部局といった関係者への説明を行い、円滑

な調査、対策の実施を図ることが考えられる。 
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射撃場内の表流水や、射撃場内及び周辺の飲用井戸等の存在
状況を確認した上で、現状で射撃場に係る鉛汚染問題が生じて
いるか否かを調査する
〈調査対象〉
・公共用水域へ排出される表流水
・場内及び周辺の飲用井戸等

〈判断基準〉
・表 流 水：水質環境基準の10倍値
・飲用井戸等：地下水環境基準

問題の有無の調査

現状で生じている鉛汚染問
題を解消するため、必要な対
策を検討する

将来的にも周辺環境に問題
が生ずることがないよう、射
撃場に係る鉛汚染問題を未然
防止する対策を検討する

射撃場内及び周辺に飲用井戸等

が存在しない場合は、地下水汚

染を通じた人の健康影響のおそ

れはないものの、地下水保全の

観点から、地下水の汚染を防止

する対策を検討する

モニタリング（対策効果の確認）

対策の実施

問題が生じていると判断問題は生じていないと判断

対策の内容を、より効率的、効果的、経済的なものとするた
めに、各射撃場の特徴や現状に関する情報を収集、整理し、対
策を検討する際の参考資料とする

対策にあたっての情報整理

必
要
に
応
じ
て
周
辺
住
民
等
関
係
者
へ
の
説
明

図１－５ 各射撃場の設置者等が鉛汚染対策を検討する際の基本的な流れ 
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７．その他 

１）射撃場に係る鉛汚染対策に伴って射撃場から排出される鉛弾、場内表面から

はぎ取った土、ワッズ、クレイなどについても、不適正な処理が行われた場合

には環境保全上の問題が生じることが考えられる。このため、本ガイドライン

では、これらの扱いや処理方法についてもその基本的な考え方を示している。 

 

２）なお、射撃場において発生する廃棄物等の処理や、射撃場の運営に伴う騒音

については各個別の規制法や各地域の条例に従うものとして、本ガイドライン

の対象外としている。 
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第二 射撃場に係る鉛汚染問題の有無の調査 

 

 

１．対策の検討に当たっては、まず、現状で射撃場に係る鉛汚染問題が発生して

いるか否かを判断するために、射撃場から場外に流出する表流水や、場内及び

その周辺の飲用井戸等の地下水を調査し、その結果を評価する。 

 

２．鉛汚染問題が発生しているか否かの判断に当たっては、以下のような判断基

準が考えられる。 

（１）場外公共用水域に排出される水の鉛濃度を、環境基準値の10倍値を用いて

判断（ただし、射撃場からの排水等の状況から、この値では公共用水域の水

質が環境基準を達成できない場合には、環境基準の維持のために必要かつ十

分な程度においてより厳しい判断基準が必要）。 

（２）場内及び周辺飲用井戸等における地下水中の鉛濃度を、環境基準を用いて

判断。 

 

３．調査した情報については、対策を検討、実施する際、対策後に保存する記録

を作成する際等に参考として用いることができるように、各情報を項目別に、

かつ可能な限り経時的に整理して保存する。 

 

 

１．射撃場に係る鉛汚染問題の有無の調査 

１）射撃場の設置者等が、射撃場に係る鉛汚染対策を検討するに当たっては、ま

ず、当該射撃場において、現状で射撃場に係る鉛汚染問題が生じているか否か

を確認するための調査を行う必要がある。つまり、調査結果から現状での鉛汚

染問題の有無を判断した上で、当該射撃場において行う対策内容の検討を開始

することとなる。 

 

２）現状で射撃場に係る鉛汚染問題が発生しているか否かを判断するため、２．

のような考え方のもとで、場外に流出する表流水及び飲用井戸等を対象に調査

を行う。調査の結果、現状で射撃場に係る鉛汚染問題が生じていると判断され

る場合は、当該問題を速やかに解消することを目的とした対策を行うことが必

要となる。 

 

３）なお、調査を実施した際は、結果も含めた記録を作成し、射撃場に保管する。

また、必要に応じて、調査の検討段階から地元地方公共団体の環境行政担当部

局に相談のうえ、協力を得ながら調査を行い、結果についても相談を行う。な

お、このような情報を、適宜射撃場周辺住民等の関係者に情報提供、説明する

ことは、円滑な調査、対策の実施に有効であると考えられ、そのような情報提

供を行った場合も説明内容及びやりとり等について記録を作成し、保存する。 
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２．鉛汚染問題の有無を調査する方法について 

（１）射撃場から場外に流出する表流水 

１）射撃場内から場外に流出する表流水が原因で、現状で射撃場に係る鉛汚染問

題が生じているか否かについて、場外に排出される時点の水質を調査し、その

結果をもとに判断することが必要である。 

  

２）その場合の判断基準として、「水質汚濁防止法」（最終改正平成17年４月27日、

法律第33号）や「ゴルフ場で使用される農薬による水質汚濁の防止に係る暫定

指導指針」（平成２年５月24日、環境庁水質保全局長通知、以下「ゴルフ場暫定

指針」とする）の考え方を参考として、以下にあるように環境基準値の10倍の

値を用いることが考えられる。 

 

３）公共用水域の水質汚濁の防止を目的とする水質汚濁防止法では、特定施設を

設置する事業場等から公共用水域に排出される排水によって公共用水域の水質

汚濁が生じることを防止するための基準として、水質環境基準値の10倍にあた

る値を用いて排水規制を行っている。また、上記の値による排水規制では水質

環境基準が維持できないと認められる公共用水域の区域があるときには、環境

基準が維持されるため必要かつ十分な程度において、その区域に排出される排

水について、より厳しい基準を各都道府県が条例で定めて排水規制を行うこと

としている。 

 

４）また、射撃場と同様に面的な広がりを有する施設であるゴルフ場は、射撃場

と同様に水質汚濁防止法に基づく特定施設ではなく、同法に基づく排水規制の

対象とはなっていないものの、ゴルフ場暫定指針に基づき、使用農薬による水

質汚濁の未然防止を目的に、ゴルフ場から排出される水に含まれる農薬の残留

実態をゴルフ場の区域から場外の水域に流出する地点において調査することと

されている。ゴルフ場暫定指針では、排出水中の農薬濃度が調査地点において

指針値を超えないこととされ、環境基準が存在する農薬の指針値は、環境基準

値の10倍の値が設定されている。 

 

５）３）、４）の考え方をふまえれば、射撃場から場外に流出する表流水が原因で

生じている鉛汚染問題の有無を判断する場合に、環境基準値の10倍の値を用い

て判断する手法が考えられる。 

ただし、本確認に当たって、射撃場からの排水や周辺公共用水域の状況から、

環境基準値の10倍値では公共用水域の水質が環境基準を達成できない場合には、

環境基準の維持のために必要かつ十分な程度においてより厳しい判断基準が必

要となる。 

また、調査に当たっては、必要に応じて、その検討段階から地方公共団体の

環境行政担当部局に相談のうえ、協力を得ながら調査を行い、結果についても
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相談を行う。 

 

６）なお、調査を実施した地点や、調査時の気象状況、表流水の状態などは、当

該射撃場から出る表流水が環境保全上の問題を生じているか評価する際や実際

の対策を検討する際にも重要な情報となりうるため、記録して保存する。 

 

（２）表流水の具体的な調査・測定方法 

 １）調査に当たっては、可能な限り射撃場の敷地境界に近い地点を調査地点とし

て設定することが望ましい。また、調査地点は、射撃場からの排水状況等を踏

まえて選定する必要があるため、複数となる場合もありうる（図２－１を参照）。

なお、調査地点の選定に当たって、地元地方公共団体の環境行政担当部局に相

談を行うことも考えられる。 

 

 

射撃場 

射撃場内の排水路 

排水の流れ 

排水の流れ 

表流水の調査地点その１ 射撃場の敷地境界 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表流水の調査地点その２ 

 
図２－１ 射撃場における表流水の調査地点の模式平面図 

 

 ２）採水は、「水質調査方法」（昭和46年９月30日、環境庁水質保全局長通知、詳

細は巻末資料Ｄ参照）も参考に、「日本工業規格Ｋ0094」に定める方法により行

う。また、試料中の鉛濃度は、水質汚濁に係る環境基準の測定方法及び水質汚

濁防止法に基づく排水基準の検定方法である、「日本工業規格Ｋ0102の54」に定

める方法で測定する。なお、試料採取に当たっては、その濁度等を測定するこ

とが望ましい。 

 

（３）地下水について 

１）仮に、鉛弾由来の鉛によって地下水が汚染され、射撃場内及びその周辺の飲

用井戸等の地下水の水質が地下水の環境基準（土壌汚染対策法の地下水基準

18 



「0.01mg/L」と同値）を超過した場合には、人の健康被害が生ずるおそれがあ

る。 

 

２）このため、射撃場で使用された鉛弾由来の鉛が、地下水を経由して射撃場に

係る鉛汚染問題を生じさせているか否かについて、射撃場内及びその周辺の飲

用井戸等の水質を調査し、その結果をもとに判断することが必要である。調査

に当たっては、射撃場内及びその周辺に飲用井戸等があるのか、ある場合は、

その飲用井戸等における地下水中の鉛濃度が環境基準を超えるか否かについて、

当該水質の調査を行い判断する。なお、本手法を用いた場合の具体的な調査方

法は（４）に記述する。 

 

３）また、調査の対象とする射撃場周辺の飲用井戸等の範囲としては、地下水の

流動の状況等からみて、射撃場に起因する地下水汚染（地下水から検出された

特定有害物質が環境基準に適合しないものであること）が生じているとすれば

その汚染が拡大するおそれがあると認められる区域とすることが妥当である。

しかし、その範囲は、射撃場の地形、地層状況、降水状況、地下水の流動状況

等の条件により大きく異なるため、一律に判断・設定することは困難である。 

 

４）このため、「土壌汚染対策法の施行について（平成15年２月４日環境省環境管

理局水環境部長通知）」で、一般的な地下水の実流速の下で地下水汚染が到達す

ると考えられる範囲として示されている以下の条件を参考に、それぞれの射撃

場が地下水の流動状況等をもとに判断することが考えられる。 

・距 離：概ね80ｍ（一般的な地下水の実流速下で、鉛の場合に地下水汚染が

到達すると考えられる一般値の長さ） 

・角 度：不圧地下水の主流動方向の左右それぞれ90度の全体で180度（当該地

域が一定の勾配を持つこと等から地下水の主流動方向が大きく変化す

ることがないと認められる場合には、左右それぞれ60度の全体で120

度）の範囲であること 

・その他：水理基盤となる山地等及び一定条件を満たす河川等を越えないこと 

 

５）飲用井戸等の調査は、射撃場設置者等やその委託を受けた者が、当該井戸等

の所有者の協力を得て実施するほか、地方公共団体等が当該井戸で実施した水

質調査結果を用いる手法も考えられる。 

 

６）なお、射撃場周辺での飲用井戸等の有無や射撃場内も含んだ周辺の地下水の

流動状況等といった地下水の調査に必要な情報の入手も含め、必要に応じて、

調査の検討段階から地元地方公共団体の環境行政担当部局に相談のうえ協力を

得ながら調査を行い、結果についても相談を行う。特に、上記の調査の結果、

環境基準を超過する鉛が検出された場合は、速やかに地元地方公共団体の環境

行政担当部局に報告する。その際、鉛弾由来の鉛を含む土壌だけでなく、それ
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以外の人為的な汚染又は自然由来の汚染が原因である可能性についても相談す

ることが重要である。 

 

（４）地下水の具体的な調査・測定手法 

１）飲用井戸等については、調査の対象となる飲用井戸等を地元地方公共団体が

調査を行い、水質データを把握している場合もあるため、自ら調査を実施する

前に地元地方公共団体の環境行政担当部局等に確認することが望ましい。 

 

２）調査対象とする飲用井戸等は、以下にある土壌汚染対策法施行規則（平成14

年12月26日、環境省令第29号）第17条第１号から第４号に規定する地点とする。 

  ① 地下水を人の飲用に供するために用い、又は用いることが確実である井

戸のストレーナー、揚水機の取水口その他の地下水の取水口 

  ② 地下水を水道法（昭和32年法律第177号）第三条第二項に規定する水道事

業（同条第５項に規定する水道用水供給事業者により供給される水道水の

みをその用に供するものを除く。）、同条第４項に規定する水道用水供給事

業若しくは同条第６項に規定する専用水道のための原水として取り入れる

ために用い、又は用いることが確実である取水施設の取水口 

  ③ 災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第40条第１項の都道府県地域防

災計画等に基づき、災害時において地下水を人の飲用に供するために用い

るものとされている井戸のストレーナー、揚水機の取水口その他の地下水

の取水口 

  ④ 地下水基準に適合しない地下水のゆう出を主たる原因として、水質の汚

濁に係る環境上の条件についての環境基本法（平成５年法律第91号）第16

条第１項の基準が確保されない水質の汚濁が生じ、又は生ずることが確実

である公共用水域の地点 

   

３）射撃場内及び射撃場周辺に飲用井戸等がない場合には、現状で射撃場に係る

鉛汚染問題がないと判断した場合と同様に、問題を未然に防止するための対策

を検討する。 

 

４）調査に当たっては、日本工業規格Ｋ0094に定める方法で採水する。試料中の

鉛濃度は、地下水の水質汚濁に係る環境基準及び土壌汚染対策法に基づく地下

水基準の測定方法である日本工業規格Ｋ0102の54に定める方法で測定する。な

お、試料採取に当たっては、必要に応じて、地下水位、採水深度及び濁度につ

いても測定、確認することが考えられる。 

 

（５）鉛弾の場外への散逸について 

１）指定射撃場では、その指定に当たって、指定射撃場内閣府令に基づく構造審

査が行われ、射撃場の敷地外に鉛弾が着弾しないことが事前に確認されている。 

しかし、射撃場の着弾範囲における状態によっては、射撃場内に一旦着弾し
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た鉛弾が風雨等により敷地外に移動する可能性があり、その場合には、当該区

域の土壌中鉛濃度が指定基準を超過するなど環境保全上の問題を生じるおそれ

がある。 

このため、各射撃場において、鉛弾の場外への散逸が生じていないことを目

視により確認することが必要である。 

 

２）なお、鉛弾の場外への散逸が確認された場合には、そのような状態を改善す

るための対策を行うことが必要である。 
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第三 射撃場に係る鉛汚染問題を解消するための対策の検討について 

 

 

１．調査の結果、射撃場に係る鉛汚染問題が生じていると判断される場合は、当

該問題を解消するための対策が必要である。対策の検討に当たっては、速やか

な問題の解消を図るとともに、より効果的、効率的、経済的な対策とするため、

事前に、射撃場の現状や特徴に関する情報を収集、整理する。 

 

２．対策に当たっては、当該射撃場で行われる各対策の内容をとりまとめた対策

計画を策定した上で、対策計画に基づいて計画的に対策を実施する。対策の完

了後には、発生が確認されていた鉛汚染問題が解消されているか否かを調査す

る。 

 

３．なお、１．の情報収集及び２．の計画策定を行う前に、緊急かつ暫定的な対

策として、直ちに鉛弾の回収や水処理施設の設置を講ずることも考えられる。

対策完了後、対策の効果を確認するための調査を行い、問題が解消されず更な

る対策が必要と判断された場合には、１．や２．の様に射撃場に関する情報を

改めて収集、整理した上で、更なる対策を検討することとなる。 

 

 

１．総論 

１）射撃場から場外に流出する表流水や地下水について調査を行い、その結果、

現状で射撃場に係る鉛汚染問題が生じていると判断した場合には、当該問題を

解消するための対策が必要である。 

 

２）そのような対策を検討するに当たっては、速やかな問題の解消を図るととも

に、対策をより効果的、効率的、経済的なものとするため、射撃場の現状や特

徴に関する射撃場内外の情報を収集、整理する。 

 

３）対策の選定に当たっては、鉛汚染問題を生じさせている場内から場外への鉛

の拡散経路である対策の対象（場外に流出する表流水、地下水）に対して、速

やかな問題の解消を念頭に、射撃場の現状や特徴をふまえ、鉛汚染問題を生じ

させている原因と考えられる事象を抑制、防止することができる対策を選定す

る。 

 

４）対策は、対策の対象、各対策方法、対策実施範囲・箇所、対策期間等につい

てとりまとめた対策計画を策定し、当該対策計画に基づいて計画的に実施する。 

 

５）対策計画に基づく対策の完了後、対策に先立って行った鉛汚染問題の有無の

調査と同じ手法を用いて調査を行い、問題の解消が図られているか否かを確認
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するとともに、将来にわたって射撃場に係る鉛汚染問題が生じていないことを

継続的に確認するためのモニタリングを行う。 

 

６）一方、緊急かつ暫定的な対策として、鉛汚染問題の確認後直ちに場内の鉛弾

回収や水処理施設の設置を行った場合は、対策の完了後、５）と同様に問題の

解消が図られているか否かを確認するための調査を行う。その結果、依然とし

て鉛汚染問題が解消されていないと判断される場合には、２）と同様に射撃場

に関する情報を収集、整理した上で、更なる対策を検討することとなる。 

なお、上記の対策の実施に至る流れについては、図３－１に示している。 

 

２．射撃場に関する情報の収集、整理 

（１）情報の収集、整理の考え方 

１）射撃場に係る鉛汚染問題を解消するための対策を検討する場合には、問題の

速やかな解消を図るとともに、対策の内容を各射撃場の特徴や現状を踏まえた、

より効果的、効率的、経済的なものとするため、射撃場の現状や特徴に関する

射撃場内外の情報を事前に収集、整理することが必要である。 

 

２）収集、整理する情報として考えられる項目は「（２）収集、整理の対象となる

具体的な情報」に示すが、いずれの項目を収集、整理するかは、現状で生じて

いる鉛汚染問題の内容に応じて適宜選択する。 

 

３）例えば、場外に流出する表流水の水質の調査結果から、射撃場に係る鉛汚染

問題が発生していると判断した場合には、射撃場に関する情報のうち当該表流

水中の鉛濃度に影響を与えていると思われる情報を収集、整理する。 

その結果、例えば、「着弾範囲内を当該表流水が通過」という情報が得られた

場合には、鉛汚染問題を解消するための対策の一つとして、着弾範囲において、

当該表流水に鉛弾や鉛を含む土壌及びこれらから溶出した鉛が着弾、侵入する

ことを防止するための対策について検討が必要となる。 

 

４）同様に、射撃場内及びその周辺の飲用井戸等の地下水の調査結果から、射撃

場に係る鉛汚染問題が発生していると判断した場合には、射撃場に関する情報

のうち地下水中の鉛濃度に影響を与えていると思われる情報を収集、整理する。 

その結果、例えば、「射撃場内の土壌のｐＨが、鉛弾から鉛を溶出させやすい

範囲にある」という情報が得られた場合には、鉛汚染問題を解消するための対

策の一つとして、土壌のｐＨを調整し、鉛弾からの鉛の溶出を防止するといっ

た対策について検討が必要となる。 

 

５）なお、これらの情報は、射撃場に係る鉛汚染対策を効果的、効率的、経済的

なものとするために収集、整理するものであり、射撃場の運営に当たって各情

報をすべて収集・整理することが必須ではない。各射撃場の判断により必要と
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される情報を収集・整理すればよい。 
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明

モニタリング（対策効果の確認）

緊急かつ暫定的な
対策の実施

○ 鉛弾回収

○ 水処理施設設置

鉛汚染問題が生じていると判断された場合

対策計画の策定

鉛弾の定期的な回収

以下の対策の中から、当該射撃場にとって有効と
考えられる対策を選定、実施する。

○ 鉛弾回収

○ 場内舗装 ○ 場内モルタル吹付け

○ 飛散防止ネット、柵の設置

○ 射撃方法の変更 等

○ 土壌ｐＨの調整

以下の情報の中から必要と

されるものを収集、整理する。

・鉛弾の使用量、回収量

・着弾範囲の土壌の性状

・射撃場の地形 等

・鉛弾の着弾範囲
対策効果の確認

鉛汚染問題が解消された
場合は未然防止の観点か
ら、必要な対策を実施

又は

○ 水処理施設の設置

 

   図３－１ 射撃場に係る鉛汚染問題を解消するための対策の検討フロー 
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  また、５．にあるように、鉛汚染問題の状況や既に有している射撃場に関す

る情報の内容もふまえ、当該鉛汚染問題の速やかな解消を優先して緊急かつ暫

定的に鉛弾の回収又は水処理施設の設置といった対策を行うことも考えられる。 

 

（２）収集、整理の対象となる具体的な情報 

１）対策の検討に当たって、事前に収集、整理の対象となる射撃場に関する情報

としては以下の様なものが挙げられる。これらの中から、現状で生じている鉛

汚染問題の内容等に応じて、適宜必要な情報を選択し収集、整理する。 

 

① 鉛弾の使用量、回収量及び種類 

鉛弾は射撃場における鉛の発生源であるため、鉛汚染問題が確認されている

射撃場の場内に、これまでに使用された鉛弾が多量に存在することは、当該鉛

汚染問題の大きな原因となっている可能性が高いと考えられる。そのような場

合には、速やかな鉛汚染問題を図るためにも、場内の鉛弾回収を行うことが必

要である。 

このため、鉛弾の使用量及び回収量を経時的に整理することは、現状で射撃

場内に蓄積された鉛弾について、おおよその量を年代別に試算可能にするため、

鉛弾を回収する際の回収量の目安や、定期的な鉛弾回収を行う際の頻度を検討

する上で重要な情報である。 

また、使用されている鉛弾の種類を整理することは、場内に存在する鉛弾の

粒径等についておおよその範囲を推定することが可能とする。これは、場内か

ら回収された鉛弾と土壌等との混合物から鉛弾を分別する際に重要な情報であ

ると考えられる。分別作業が効率的なものとなることにより、鉛弾回収がより

効率的、経済的なものとなることが期待される。 

 

② 鉛弾が着弾する範囲 

   鉛弾が着弾する範囲に、鉛汚染問題を生じさせていると判断された表流水や

それにつながる池等が存在する場合、当該表流水への鉛弾の着弾や、鉛弾や鉛

を含む土壌及びそれらから溶出した鉛といった鉛弾由来の鉛の流入が当該鉛汚

染問題の原因となっている可能性が考えられる。このような場合には、当該表

流水への鉛弾の着弾や鉛弾由来の鉛の流入を防止、抑制するための対策を検討

する必要がある。 

また、降雨時等において、着弾範囲の土壌が場外に流出する表流水に流入す

ることは、鉛汚染問題を生じさせる原因となる可能性があるため、そのような

事象が確認された場合には、表流水への鉛を含む土壌の流入を防止、抑制する

ための対策を検討する必要がある。 

さらに、射撃場内において鉛弾が着弾する範囲は、鉛弾の回収、舗装、被覆

及び覆土等、通常、鉛弾が着弾する範囲で行う対策の範囲を設定する際に必要

な情報であり、本情報をもとに対策範囲が適切に設定されることで、各対策が

より効果的、効率的、経済的なものになることが期待される。 
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  ③ 射撃場の地形 

着弾範囲の地形が平坦でない場合には、平坦な場合と比べ、雨水等の排水が

促進され鉛弾と水との接触時間が短くなることが考えられるが、一方で傾斜方

向に対して、鉛弾や鉛を含む土壌及びそれらから溶出した鉛といった鉛弾由来

の鉛が拡散しやすくなる。仮に、傾斜方向に鉛汚染問題を生じさせていると判

断された表流水が存在している場合には、当該表流水への傾斜面からの鉛弾由

来の鉛の流入が、当該表流水を通じた鉛汚染問題の原因となっている可能性も

あるため、当該表流水への鉛弾由来の鉛の流入を防止、抑制するための対策を

検討する必要がある。 

また、鉛弾の回収といった様々な対策において、作業範囲が急傾斜である場

合、人力での作業効率の低下や特定の機械の導入が困難になる可能性があるた

め、このような面からも、対策に当たって射撃場の地形を事前に整理すること

は重要である。 

 

④ 着弾範囲における土壌の性状 

鉛弾からの鉛の溶出や、溶出した鉛の地下方向への拡散度合いは、鉛弾が着

弾した土壌の性状に大きく左右されることが確認されている。 

ⅰ）土壌のｐＨ  

鉛弾周辺土壌のｐＨは、鉛の溶出に大きな影響を与え、ｐＨが6.0～8.0の

範囲では溶出しにくいが、その範囲を外れた場合は溶出しやすい（詳細は巻

末資料Ａ参照）。 

このため、地下水の汚染を通じた鉛汚染問題が確認され、着弾範囲の土壌

ｐＨが上記の範囲の外にある場合は、鉛弾からの鉛の溶出及び溶出した鉛の

地下方向への拡散度合いが大きいことが鉛汚染問題の原因となっている可能

性に留意し、鉛弾からの鉛の溶出や、溶出した鉛の地下方向への拡散を防止、

抑制するための対策を検討する必要がある。 

 

   ⅱ）土壌種、物理的性状 

土壌の鉛の吸着能力は、土壌の種類により異なっており、黒ボク土などの

火山灰由来の土壌は鉛の吸着能力が比較的大きいことが確認されている一方、

砂丘未熟土等の砂質土壌ではその能力が比較的小さい（詳細は巻末資料Ａ参

照）。 

このため、地下水の汚染を通じた鉛汚染問題が確認され、着弾範囲が鉛の

吸着能力が低い砂質土壌で構成されている場合は、溶出した鉛の地下方向へ

の拡散に留意し、鉛弾からの鉛の溶出や、溶出した鉛の地下方向への拡散を

防止、抑制するための対策を検討する必要がある。 

 また、着弾範囲の土壌の粒径の範囲は、場内から回収された鉛弾と土壌と

の混合物から鉛弾を分別する場合に、重要な情報であると考えられる。分別

作業が効率的なものとなることにより、鉛弾回収がより効率的、経済的なも

のとなることが期待される。 
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⑤ 射撃場内における表流水の存在及びその状態  

射撃場から場外に水が流れる経路を考えた場合、場内から場外に流出する表

流水は、地下水と並んでその主要経路である。 

場内の着弾範囲やその周辺に、場外の公共用水域につながる池や排水路等の

開放された表流水が存在する場合には、そこに着弾した鉛弾からの鉛の溶出や、

鉛弾、鉛を含む土壌及びこれらから溶出した鉛といった鉛弾由来の鉛が流入し

ている可能性に留意する必要があり、状況に応じて当該表流水への鉛弾由来の

鉛の流入を防止、抑制するための対策を検討する必要がある。 

一方で、場外に流出する表流水が、流量が多い、場内での流れが急といった

状態である場合は、そうでない場合と比べて流入した鉛弾や鉛を含む土壌自体

を場外に拡散させる可能性がより高くなることに留意し、当該表流水への鉛弾

由来の鉛の流入や、当該表流水に流入した鉛の場外への拡散を防止、抑制する

ための対策を検討する必要がある。 

さらに、鉛汚染問題を生じさせていると判断された表流水に濁りがある場合

（平常時、降雨時は問わない）は、鉛を含む土壌の流入が鉛汚染問題を生じさ

せている原因の可能性がある。特に、その濁りの原因が着弾範囲の土壌といっ

た鉛を含む土壌の流入であった場合には、その可能性がより高くなる。このた

め、鉛を含む土壌が表流水を通じて場外に拡散している可能性に留意し、当該

土壌の掘削除去や舗装といった土壌の流入を防止、抑制するための対策や、溜

桝や沈殿池の設置といった場外への鉛の拡散を防止、抑制するための対策を検

討する必要がある。 

 

  ⑥ 降雨時における射撃場の状態 

   降雨時、特に大雨時において、鉛弾や着弾範囲の土壌といった鉛を含む土壌

が場外に流出する表流水に流入している場合、又は、着弾範囲の土壌といった

鉛を含む土壌を浸食した表流水が場外に流出している場合には、当該表流水を

通じ鉛弾や鉛弾由来の鉛が場外に拡散し、鉛汚染問題を生じさせている可能性

が高いため、当該表流水への鉛を含む土壌の流入や、当該表流水に流入した鉛

の場外への拡散を防止、抑制するための対策を検討する必要がある。 

 

⑦ 射撃場の場内及びその周辺での飲用井戸等の存在 

射撃場の場内及びその周辺の土地（地下水の流動の状況等からみて、地下水

汚染が生じているとすればその汚染が拡大するおそれがあると認められる区

域）に飲用井戸等が存在した場合に、当該飲用井戸等で水質汚濁が生じた際に

は人の健康被害が生ずるおそれがあるため、鉛弾からの鉛の溶出や、溶出した

鉛の地下方向への拡散を防止、抑制するための対策を検討する必要がある。 

 

⑧ 公共用水域の存在 

射撃場の場内に河川・湖沼等の公共用水域に該当する水域が存在し、当該水
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域に鉛弾や鉛を含む土壌及びこれらから溶出した鉛といった鉛弾由来の鉛が移

行した場合には、場内はもちろんのこと、場外においても、当該水域の水質が

環境基準を超過するといった環境保全上の問題を生じさせることが考えられる。 

このため、当該水域への鉛弾の着弾や、鉛弾由来の鉛の流入が確認される場

合には、それらの事象を防止、抑制するための対策を検討する必要がある。 

 

  ⑨ 射撃場内における植生 

射撃場内に植生が存在する場合、風雨による土壌及び鉛弾の飛散や拡散の防

止といったプラス面が挙げられる。 

一方、マイナス面としては、 

ⅰ）植生自体や発生する枝葉が鉛弾の回収といった対策を妨害 

ⅱ）根や地下茎が地下深くまで発達している植物（高木、低木のほかイタド

リ等の単年生植物も含めて、根系が発達しその伸長深度が深い植物）の

場合、鉛を含む水を地下方向に導入（詳細は巻末資料Ａ参照）、 

ⅲ）植物が分泌する有機酸等が土壌中の鉛を可溶化させ、地下方向への拡散

を促進（詳細は巻末資料Ａ参照）、といったものが挙げられる。 

射撃場内、特に着弾範囲における植生は、このような性質や、植物構成等

も踏まえて取り扱いを決定する必要があり、状況によっては各対策を検討す

る中で伐採等の処置をあわせて検討することが必要となる。 

 

（３）情報の保存 

（１）及び（２）で収集、整理した情報については、対策の検討をはじめ、対

策の実施、対策後のモニタリング調査及び対策記録の作成を行う際に参考資料と

して用いることができるよう、各情報を項目別に、また各項目のうち経時的に収

集した情報については経時的に整理、記録して、射撃場に保存する。 

 

３．対策計画の策定 

対策の実施に当たっては、当該射撃場で行われる各対策の内容をとりまとめた

対策計画を策定する。対策計画に盛り込む主な項目としては、以下のものが挙げ

られる。 

  ・対策の対象 

  ・各対策の方法 

  ・各対策の実施範囲・箇所 

  ・各対策の実施期間（定期的に実施するものはその頻度） 

  ・対策効果の確認方法 

 

（１）対策の対象 

 １）対策計画の策定に当たって、まず、鉛汚染問題の有無を調査した結果から、

射撃場に係る鉛汚染問題を生じさせている射撃場内から場外への鉛の拡散経路

を対策の対象とする。 
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２）場外に流出する表流水が原因で鉛汚染問題が生じていると判断した場合は、

当該表流水が対策の対象である。また、地下水の汚染が原因で鉛汚染問題が生

じていると判断した場合には、当該地下水が対策の対象である。さらに、場外

への鉛弾の散逸が確認された場合には、それ自体を対策の対象とする。 

 

（２）対策の選定 

 １）現在生じている鉛汚染問題を解消することを念頭に、具体的な対策方法を選

定する。その場合、 

① 鉛弾からの鉛の溶出 

② 鉛弾由来の鉛（鉛弾、鉛を含む土壌、それらから溶出した鉛）の表流水へ

の移行 

③ 溶出した鉛の地下水への移行 

④ 表流水に移行した鉛（鉛弾、鉛を含む土壌、それらから溶出した鉛）の場

外への拡散 

⑤ 着弾した鉛弾の地表面を通じた場外への移動 

⑥ 射撃場外への鉛弾の着弾 

といった、鉛が射撃場の外へ拡散する過程と考えられる事象のうち、対策に

当たっての調査や情報収集、整理の結果を踏まえて、（１）の対策の対象を通じ

た鉛汚染問題の発生要因と考えられる事象を防止、抑制又は管理する効果のあ

る対策を選定することが基本となる。また、ある鉛汚染問題の解消を行う上で

必要な場合には、複数の対策を選定する場合も考えられる。 

 

２）また、以下の事項についても検討した上で、１）で期待する効果を有してい

る対策を経済性にも配慮して選定する。 

① その他の複数の対策の組み合わせも含めて代替となる対策はないか 

② 候補となった対策ごとの費用対効果はどうか 

③ 射撃場の地形、立地状況等の特徴から各対策の実施に問題はないか 

 

３）あわせて、対策期間、対策費用、対策実施に関する現場の条件、対策施工者

（第三者に発注する場合も含む）、さらに、継続的に行う必要のある対策の場合

にはその期間や頻度等を検討した上で、期待する効果を有している対策を経済

性にも配慮して選定する。 

 

４）具体的な対策方法としては、これまでに全国の射撃場で実施された対策や、

本ガイドライン策定に当たって実施した調査・実験結果もふまえ、以下のよう

なものが挙げられる。 

 ① 射撃場で使用された鉛弾の回収 

 ② 着弾範囲の舗装（主に平坦部） 

 ③ 着弾範囲のモルタル吹付け（主に斜面部） 
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 ④ 着弾範囲へのシートの敷設 

⑤ 着弾範囲への鉛吸着資材の敷設 

⑥ 着弾範囲における土壌ｐＨの調整 

 ⑦ 場内表流水を経由した鉛の拡散防止 

  ⅰ）排水溝等の整備 

  ⅱ）表流水へ流入した鉛弾の除去、回収 

  ⅲ）場内水面の解消（常時排水等） 

  ⅳ）溜桝、沈殿池等による排水制御 

  ⅴ）水処理施設による場外への排水の処理 

⑧ 鉛弾着弾範囲の限定化措置 

  ⅰ）飛散防止ネット、柵等の設置 

  ⅱ）射撃方法の変更 

⑨ 地下水を経由した鉛の拡散防止（遮水壁の設置）  等 

 

５）特に、４）①「射撃場で使用された鉛弾の回収」は、射撃場における鉛の発

生源を除去するものであり、鉛弾自体の拡散防止、鉛弾からの鉛の溶出抑制と

いった効果を併せ持ち、射撃場に係る鉛汚染問題の解消及び未然防止の双方に

おいて有効であると考えられる。また、定期的かつ計画的に行うことにより、

射撃場を運営しながら実施することも可能となる管理的な対策方法であるとい

える。さらに、場内から回収した鉛弾を土壌等から適切に分別した場合には、

鉛金属の市況変動に左右されるものの有価物として売却が可能であり、経済的

な対策ともなるうえ、鉛資源のリサイクルの観点からも有用であると考えられ

る。 

以上のことから、鉛弾の回収、特に、射撃場を運営しながら定期的に鉛弾を

回収することは、射撃場に係る鉛汚染問題への対策として極めて重要である。 

  

６）ある対策の対象に対して、鉛汚染問題の解消を目的とした対策の例を図３－

２から図３－４に示す。なお、対策の対象を通じた鉛汚染問題の解消するため

の対策方法には複数の方法及びそれらの組み合わせが存在する場合も多く、

各々に長短、利害得失があるため、各射撃場の現状や特徴を十分踏まえて各射

撃場において個別に検討、選定することが重要である。 

また、５．にあるように、当該鉛汚染問題の速やかな解消を優先して緊急か

つ暫定的に鉛弾の回収又は水処理施設の設置といった対策を行うことも考えら

れる。 

 

７）さらに、本ガイドラインに取り上げていない新たに開発された対策手法であ

っても、射撃場に係る鉛汚染問題の解消又は未然防止に資する対策について、

本ガイドラインはその適用を制約するものではない。 

   なお、上記４）の対策方法を含む各対策方法の概要、効果、選定時の留意点

等の詳細は、第五を参照されたい。 
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 対策（例） 
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図３－３ 鉛汚染問題の解消を対策目的とした場合の対策の例② 

    （地下水を対策の対象とした場合） 
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弾の回収 

場外への移動防止） 

的とした場合の対策の例③ 

策の対象とした場合） 



 

４．対策の実施と効果の確認 

（１）対策の計画的な実施 

各対策を対策計画に基づいて、計画的に実施する。また、具体的な対策方法の

うち、鉛弾の定期的な回収といった射撃場を運営しながら継続的に行うものにつ

いては、対策計画に基づき継続的かつ計画的に実施する。 

 

（２）対策効果の確認 

１）対策計画に基づく対策の完了後には、目標とした効果が得られ、鉛汚染問題

が解消されたか否かを確認することが必要である。そのため、対策計画に基づ

く対策の完了後に、対策前に発生していると判断された鉛汚染問題が解消され

ているか否かを確認するため、対策に先立って行った鉛汚染問題の有無の調査

と同じ手法を用いて調査を行う。 

 

 ２）その結果、対策前に確認されていた鉛汚染問題が、対策後には生じていない

と判断できる場合には、射撃場に係る鉛汚染問題が生じていないことを継続的

に確認するために、場外に流出する表流水や場内及び周辺の飲用井戸等の地下

水を、当該井戸等の所有者の協力を得て、将来にわたって定期的にモニタリン

グするとともに、その結果を記録、保管していくことが必要である。また、将

来的にも鉛汚染問題が生ずることがないよう、鉛汚染問題を未然に防止するた

めの対策を検討することが必要である。また、上記のモニタリング調査結果に

ついて、地元地方公共団体の環境部局に対して相談することも重要である。 

 

 ３）さらに、２）のモニタリング調査の結果、射撃場に係る鉛汚染問題が生じて

いると判断される結果ではないものの、場外に流出する表流水、又は、場内及

び周辺飲用井戸等の地下水の鉛濃度が、判断基準に近い値や上昇傾向を示した

場合には、地元地方公共団体の環境行政担当部局にも相談の上、必要に応じて

追加の調査、対策を行うことも、射撃場に係る鉛汚染問題を未然防止する観点

から重要である。 

 

 ４）一方、鉛汚染問題が解消されていないと判断された場合には、２．で収集、

整理した情報を再検証し、必要に応じて追加の情報を収集、整理した上で、再

度、対策計画を策定し、追加の対策を実施する必要がある。 

 

５．緊急かつ暫定的な対策 

１）現状で生じていると判断された鉛汚染問題について、２．の情報収集、３．

の対策計画の策定を行う前に可能な限り速やかな問題解消を優先して、緊急か

つ暫定的な対策として直ちに対策を行うことも考えられる。 

 

２）そのような場合の対策には、鉛汚染問題を直ちに解消する高い効果と即効性
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をあわせて有することが必要である。そのような対策としては、鉛弾からの鉛

の溶出抑制及び鉛弾自体の拡散防止等の効果を併せ持ち、鉛汚染問題の解消に

高い効果を有すると考えられる鉛弾の回収が挙げられる。 

 

３）また、場外に流出する表流水が原因で鉛汚染問題が生じていると判断された

射撃場においては、当該表流水の射撃場敷地からの出口付近に、当該表流水を

周辺の公共用水域で水質汚濁を生じさせるおそれのない状態に改善することが

可能な水処理施設を設置することも、緊急かつ暫定的な対策として挙げられる 

 

４）これらの対策の完了後には、目標とした効果が得られ、鉛汚染問題が解消さ

れたか否かについて、対策に先立ち行った調査と同じ手法を用いて調査、確認

する。その結果、依然として鉛汚染問題が解消されていないと判断される場合

には、２．の射撃場に関する情報の収集、整理を改めて行った上で、問題の解

消に向け更なる対策を検討、実施する必要がある。 

また、鉛汚染問題が解消されたと判断される場合には、将来的にも鉛汚染問

題が生ずることがないよう、鉛汚染問題を未然に防止するための対策を検討す

る必要がある。 

 

６．対策に伴って回収される鉛弾や土壌等の取り扱い 

（１）対策に伴って回収される鉛弾等の取り扱い 

 １）対策に伴って処理が必要な土壌や廃棄物等が生じた場合は、射撃場内及び周

辺環境において環境保全上の問題が生じないよう、関係法令に従って適切に処

理する必要がある。 

 

２）場内に散らばっている鉛弾等は回収されたのち場内に一時保管されることに

なるが、当該回収された鉛弾等が廃棄物に該当する場合は、廃棄物処理法に基

づく保管基準に適合する状態とすることが必要である。なお、廃棄物に該当し

ない場合も、生活環境保全上の問題がないように、廃棄物処理法に基づく保管

基準を参考に適切に保管することが望ましいと考えられる。 

 

３）場内から回収された鉛弾は金属回収業者に引き渡され、有価物として扱われ

るケースが一般的であり、このように、鉛弾が有価物として扱われる場合は、

鉛弾と土との混合物は廃棄物処理法の対象外となる。そのほか、回収したワッ

ズやクレイが有価物か廃棄物かは総合判断説（巻末資料Ｅ参照）に則って、判

断されることとなる。 

 

４）なお、射撃場内に散らばっている鉛弾等は、通常の適正な射撃場の管理をし

て場内に散らばっている状況では、直ちに廃棄物とはみなされないが、回収作

業も行われず場内に長期間放置されているような状況である場合には、廃棄物

に該当することも考えられる。このため、射撃場で使用された鉛弾等を定期的
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に回収するとともに、その記録を作成し、保存しておくことは、対外的に適正

な射撃場の管理を実施していることを示す証明の一つにもなりうる上でも重要

と考えられる。 

 

（２）射撃場から回収される土壌の取り扱い 

１）場内から鉛弾混じりの土壌を回収し、その射撃場の敷地内で鉛弾を分別した

場合、鉛弾が適切に分別・回収されたあとの土壌を場内に埋め戻すことは可能

であるが、埋め戻し後の土壌の状態によっては、土壌が場外に流出しやすくな

るおそれもあるので、そのようなことのないように留意する必要がある。また、

当該土壌を業者に委託し、射撃場の外に搬出する場合には、当該土壌を適正に

処理することが確実にできる者であるかどうかを確認した上で委託し、新たな

環境保全上の問題等の発生を防止する必要がある。 

 

２）また、鉛弾を分別した後の土壌のうち、鉛濃度が指定基準を超過している土

壌について場外に搬出して処分する場合には、それが不適切に投棄等されて、

新たな環境保全上の問題を生じさせないようにするために、搬出した土壌が適

切な運搬先まで確実に届けられたことを記録し把握することが可能な伝票等を

用いて、物流を管理する。 

なお、この場合、「搬出する汚染土壌の処分方法を定める件」（平成15年３月

６日環境省告示第20号）、「搬出する汚染土壌の処分に係る確認方法を定める件」

（平成15年３月６日環境省告示第21号）、「指定区域以外の土地から搬出される

汚染土壌の取扱指針について」（平成15年２月14日、環境省環境管理局水環境部

長通知）といった土壌汚染対策法に基づく告示、通知も参考とされたい（巻末

資料Ｆ参照）。 

 

３）一方で、場内から回収された鉛弾混じりの土壌を回収し、鉛弾の分別を行わ

ず、業者に委託し射撃場の外に搬出する場合にも、当該混合物を適正に処理す

ることが確実にできる者であるかどうかを確認した上で委託し、新たな環境保

全上の問題の発生を防止する必要がある。また、委託の際には、混合物から鉛

弾を適正に分別、リサイクルするとともに、分別後の土壌の適正な処理が確実

にできる者に処分を委託することが望ましい。 

また、当該射撃場から回収され、射撃場の外で鉛弾が分別除去された土壌に

ついて場内への埋め戻しを行う場合には、従前の状態に比べて土壌が場外に流

出しやすくならないように留意する必要がある。 

なお、場外から場内に搬入する際に、当該射撃場由来でない、指定基準を超

過する土壌といった環境保全上の問題を有するものが混入されていないことを

事前に確認する必要がある。 

具体的な確認事項としては、搬出前と比べて 

①目視で明らかな性状（色等）の変化がないか 

②目視で廃棄物等の混入が認められないか 
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③異臭がないか 

といった事項を確認することが考えられる。また、必要に応じて、搬出前後

で、鉛及びその化合物をはじめとする土壌汚染対策法の特定有害物質について

分析を行い、その結果から判断することも考えられる。 

 

７．対策の記録の作成・保存及び関係者への説明 

１）対策の実施に当たっての調査、情報収集、検討結果も含め対策の詳細が分か

る情報を、可能な限り文書化のうえ、射撃場を運営し続ける限り記録として保

存する。特に、鉛弾の定期的回収といった管理的対策を実施している場合は、

実施のつど、その日付、実施者、鉛弾の回収量といった対策の内容を記録する。 

 

２）このような、対策内容の文書化と記録は、追加で未然防止のための対策を実

施しようとする場合や、新たに、又は、再び射撃場に係る鉛汚染問題が確認さ

れた場合の新たな対策の検討を容易にするものである。加えて、その記録自体

が、射撃場の運営に際して設置者等が環境保全上の取組を実施していることを

対外的に示すものとなる。 

 

３）射撃場に係る鉛汚染対策の検討から対策の実施の間に、適宜周辺住民といっ

た関係者への説明等を行うことが、円滑な対策の実施に有効であると考えられ

る。なお、これらの説明等を行った場合についてもその記録を作成し、保存す

る。 
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第四 鉛汚染問題を未然に防止するための対策の検討について 

 

 

１．調査の結果、現状で射撃場に係る鉛汚染問題が生じていないと判断される場

合には、将来的にも鉛汚染問題が生ずることがないよう、鉛汚染問題を未然に

防止するための対策を検討する必要がある。 

 

２．対策の検討に当たっては、射撃場の現状や特徴をふまえたものとするために、

必要に応じて射撃場に関する情報を収集、整理した上で行う。 

 

３．鉛汚染問題を未然に防止するためには、定期的な鉛弾の回収が極めて重要で

ある。また、射撃場に係る鉛汚染問題が生じていないことを確認するため、将

来にわたって定期的なモニタリングを行うことも重要である。 

 

 

射撃場から場外に流出する表流水や地下水について調査を行った結果、射撃場に

係る鉛汚染問題が生じていないと判断された場合には、使用された鉛弾由来の鉛に

よって、将来も射撃場に係る鉛汚染問題を生じることのないよう、鉛汚染問題を未

然に防止するための対策を行う必要がある。 

 

対策の検討に当たっては、第三の「４．対策計画の策定」及び「５．対策の計画

的な実施」の考え方も参考に、将来においても、射撃場の現状や特徴から懸念され

る鉛汚染問題を生じさせないことを念頭に、鉛汚染問題の発生が懸念される事象を

抑制、防止することができる対策を選定して計画的に実施する。 

 

（１）射撃場に関する情報の収集、整理 

 １）鉛汚染問題を未然に防止するための対策を行う場合には、対策の内容を各射

撃場の特徴や現状を踏まえた、より効果的、効率的、経済的なものとするため、

射撃場の現状や特徴に関する射撃場内外の情報を、必要に応じて事前に収集、

整理する 

 

 ２）収集、整理する情報としては、第三の２．（２）に記述した情報のうち、鉛汚

染問題の有無の調査結果や射撃場に関する既知の情報（地形の概況、表流水の

流れ等）も参考に、将来の発生が懸念される鉛汚染問題について、その要因と

なりうる情報が中心となる。 

 

 ３）例えば、周辺に飲用井戸の存在が確認されている射撃場では、地下方向への

鉛の浸透に影響を及ぼすと考えられる「鉛弾の使用量及び回収量」、「着弾範囲

における土壌の性状」、「射撃場内における植生」等について、情報を収集、整

理することが考えられる。 
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 ４）また、将来、射撃場の場外に流出する表流水が原因となる周辺公共用水域で

の水質汚濁を懸念する射撃場では、鉛弾由来の鉛の表流水への移行や、表流水

を通じた場外への拡散に影響を及ぼすと考えられる「鉛弾の使用量及び回収量」、

「鉛弾が着弾する範囲」、「射撃場の地形」、「射撃場内における表流水の存在及

びその状態」、「降雨時における射撃場の状態」等について、情報を収集、整理

することが考えられる。 

 

（２）対策の選定 

 １）事前に（１）の情報収集、整理を行った場合は、その結果も踏まえて、将来

の発生が懸念される鉛汚染問題を未然防止することを念頭に、具体的な対策方

法を選定のうえ、計画的に対策を実施する。 

 

２）選定しうる対策方法としては、第三の３．（２）に記述した対策方法が挙げら

れる。特に、鉛弾の定期的な回収は、射撃場における鉛の発生源自体を除去し、

鉛弾自体の拡散防止、鉛弾からの鉛の溶出抑制といった効果を有するとともに、

運営しながら実施することも可能な対策であることから、鉛汚染問題の未然防

止対策として極めて重要である。 

 

３）また、鉛汚染問題を未然に防止するための対策を実施したか否かに関わらず、

鉛汚染問題が発生していないことを確認するとともに、問題が生じた際の迅速

な対応を図るため、場外に流出する表流水や場内及び周辺の飲用井戸等の地下

水を、当該井戸等の所有者の協力を得て、将来にわたり定期的にモニタリング

するとともに、その結果を記録、保管していくことが必要である。仮に、上記

調査の結果、射撃場に係る鉛汚染問題が生じていると判断される場合には、第

三の考え方を参考に、当該問題を解消するための対策を検討、実施する必要が

ある。 

 

４）さらに、３）の定期的調査の結果、射撃場に係る鉛汚染問題が生じていると

判断される結果ではないものの、場外に流出する表流水、又は、場内及び周辺

井戸等の地下水の鉛濃度が、判断基準に近い値や、上昇傾向を示した場合には、

地元地方公共団体の環境行政担当部局にも相談のうえ、必要に応じて追加の調

査、対策を行うことも、射撃場に係る鉛汚染問題を未然に防止する観点から重

要である。 

 

（３）その他 

 １）鉛汚染問題を未然に防止するための対策に伴って射撃場から回収される鉛弾

や土壌等の取り扱いについても、第三の６．（１）及び（２）での記述内容と同

様に、適切に処理される必要がある。 
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 ２）対策を実施する際の情報収集、検討結果、対策内容の詳細が分かる情報につ

いても、第三の７．での記述内容と同様に、文書化し記録として保存する。 
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